
１　意見の提出期間　：　令和７年８月２５日（月）から９月２４日（水）まで

２　意見の件数等　　：　

３　意見の内訳　　　 ：

４　意見の概要及び意見に対する市の考え方

No 項目 意見の概要 市の考え方

1 序論
令和８年度から令和１１年度の「経常及び資本予算（投機的経費を含
む）の財源内訳」、「基金残高の見込み」、「地方債残高の見込み」の
長期的な見通しを記述する必要がある。

「経常及び資本予算（投機的経費を含む）の財源内訳」について、「経
常及び資本予算（投機的経費）」が歳出面の義務的経費や投資的経費に
当たるものであり、その財源については、歳入面（市税、国庫・都支出
金、基金繰入金、市債、その他）でその内訳を記載していること、ま
た、「基金残高の見込み」及び「地方債残高の見込み」についても、２
５頁（エ）ａ、ｂにおいて、令和６年度末と令和１１年度末の残高の減
少幅を記載していることから、いずれも長期的な見通しは反映されてい
るものと考えております。

2 序論
国の第７次エネルギー基本計画及びＧＸ２０４０ビジョンは、地球環境
問題やグリーン成長と非常に密接に関連するため、これらに沿った基本
計画である記述を追加すべき。

本項目は社会潮流と課題を総論としてまとめている趣旨であることか
ら、地球環境への配慮に関しては、計画案のとおり２０５０年カーボン
ニュートラルの表記で集約し、関係政策の記載は見送らせていただきま
す。今後もあらゆる分野において国・都の政策に沿った市政運営を展開
しております。

3 重点プロジェクト 重点プロジェクトを融合した取組に期待したい。
重点プロジェクトや施策の体系を基本としつつ、横断的な取組により、
多様なニーズや社会課題に適切に対応してまいります。

第７次府中市総合計画後期基本計画（案）に対するパブリック・コメント手続の実施結果について

序論 　２件

重点プロジェクト 　１件

各施策 ７５件

その他 　９件

オンライン 電子メール 意見投函箱 窓口 郵送 ＦＡＸ

８７件 ２２名 １７名 ４名 １名 ０名 ０名 ０名

件数 提出者数
意見の提出方法別人数

1／12



No 項目 意見の概要 市の考え方

4
施策２「疾病予防対策
の強化」

年齢にかかわらず、希望者が同じ負担でコロナワクチンを接種できるよ
うにしてほしい。

新型コロナウイルス感染症予防接種については、予防接種法で示された
定期接種対象者に公費負担をしておりますが、今後国の方針や制度変更
等があれば速やかに対応できるよう、動向を注視してまいります。

5
施策２「疾病予防対策
の強化」

指標に「学校健診の受診率」を入れ、不登校児童等の健康診断未受診対
策を行うべき。

学校健診の受診率については、個別計画である府中市学校教育プランに
おいて取組の記載するとともに、毎年点検及び評価を実施し、議会への
報告及び公表を行っています。不登校児童等の健康診断未受診対策につ
いては、引き続き対象者への受診勧奨などに取り組んでまいります。

6
施策３「地域における
子育て支援」

子ども食堂について、民間の事業者への支援に加えて、どのような名
称・場とするべきか幅広い議論が必要だと思う。

子ども食堂は、単なる食事提供の場にとどまらず、子どもたちが安心し
て過ごせる居場所として、また地域の方々との交流の場としても重要な
役割を果たしています。今後、子ども食堂の実施者や関係団体、また参
加者等の声を聞きながら、子ども食堂のあり方について検討してまいり
ます。

7

施策７「高齢者がいき
いきするための支援」
施策１５「介護保険制
度の円滑な運営」

健康寿命の延伸に関する施策があることから、　国や東京都と同様に市
でも健康寿命を公表し、可能であれば目標を設定してほしい。

本市の健康寿命は、個別計画である第３次府中市保健計画の中で公表し
ております。また、目標設定については、市の施策による効果を見極め
ることが難しいことから、設定が困難と考えておりますが、引き続き検
討してまいります。

8

施策９「障害者の社会
参加の推進」
施策１０「障害者差別
の解消と相談支援機能
の充実」
施策１１「障害者差別
の解消と相談支援機能
の充実」

障害者向けの企画では、主催者から直接のヒアリングでは指摘や感想を
直接伝えづらいこともあるので、外部を通じて伝えられる仕組みや相談
場所があると良い。

企画の主催者によって判断が異なる面もありますが、本市としては、参
加者が企画に対する意見や感想を何かしらの形で伝えることができるよ
う、引き続き運営に留意してまいります。また、相談については、地域
生活支援センター等と連携し、相談支援事業の充実に努めてまいりま
す。

9
施策１０「障害者差別
の解消と相談支援機能
の充実」

主要な取組に、不登校だけでなく発達障害も含めた地域の課題を抽出す
る「不登校等協議会」を追加すべき。

不登校となる理由は児童・生徒によって様々であり、基本施策４「障害
者サービスの充実」の中で記載することは見送らせていただきます。な
お、不登校や発達等の悩みを抱える児童・生徒については、施策４８で
支援を図っていく考えです。

10
施策１０「障害者差別
の解消と相談支援機能
の充実」

協働により推進したい取組に「市民や関係団体が情報共有を行う」と追
加すべき。

主要な取組「障害者差別解消推進事業」において、府中市障害者差別解
消支援地域連絡会議を記載していることから、いただいたご意見の趣旨
は盛り込まれているものと考えております。

11
施策１２「障害児への
支援の充実」

主要な取組に「ペアレントメンター事業」を追加し、ペアレントメン
ター養成講座を計画に盛り込んでほしい。

ペアレントメンターは、保護者の皆様が安心して子育てに向き合える環
境づくりに資するものと考えておりますが、一方で適切なマッチングの
仕組みや、ペアレントメンター・保護者双方への継続的なフォローアッ
プ体制の構築が課題であると認識しております。引き続き、東京都や他
市の先行事例を把握するとともに、動向を注視してまいりたいと考えて
おります。
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No 項目 意見の概要 市の考え方

12
施策１６「低所得者の
自立支援」

施策の方向性において「相談者へのきめ細かい支援の継続」を忘れない
でほしい。

市へ相談される方は様々な課題や不安、悩みを抱えていることから、傾
聴し、その課題や不安等を正確に把握した上で、制度の範囲内において
柔軟な対応及びきめ細かい支援を行ってまいります。

13
施策１６「低所得者の
自立支援」

市に相談する人は大変な覚悟と不安を抱えているので、しっかり責任を
持って対応してほしい。

相談者が抱える不安や課題の解決に向けては、その内容を傾聴し、整理
した上で、市としての役割を果たすとともに、適宜必要な関係機関とも
連携し、対応してまいります。

14

施策１６「低所得者の
自立支援」
施策１０５「市民ニー
ズや行政課題に的確に
対応できる人材の育
成」

施策１０５で掲げる職員の人材育成を早急に進めてほしい。多くのケー
スを担当する負担や不満、生きにくさ等もあると思うが、当事者を傷付
けず寄り添ってほしい。

市民ニーズに的確に対応し、まごころのこもった市民サービスを提供で
きるよう、職員一人一人の接遇意識の向上を含め、人材育成に積極的に
取り組んでまいります。

15
施策２０「生物多様性
の保護と回復」

生物多様性の理解を進める活動として、ｉＮａｔｕｒａｌｉｓｔの導入
を提案する。

市で実施している自然環境調査や市民・団体等が行う観察・調査活動を
助けるツールの一つとして捉え、活用を検討してまいります。

16
施策２１「公園緑地等
の活用促進」

公園緑地の活用、促進、環境に配慮した活動では、地域プールの廃止に
伴い、新たな公園づくりに利用者（子どもたち）の視点を生かして水遊
び場の設置を進めてほしい。

水遊び場の設置については、水源が上水道に限られる場所では管理に要
する費用も踏まえた慎重な検討が必要と考えております。
市内には、井戸水を使用した池流れがある府中公園や、川の水を使用し
た多摩川親水公園などの水遊び場がありますので、ぜひご利用くださ
い。なお、公園づくりの際は、説明会やワークショップ等を実施するな
ど、市民の皆様のご意見を踏まえたものとなるよう、引き続き努めてま
いります。

17
施策２１「公園緑地等
の活用促進」

公園緑地の活用、促進、環境に配慮した活動では、樹木の伐採は専門家
の意見も踏まえて慎重な対応が必要である。

樹木の伐採は、管理を行う事業者と倒木等の危険性について協議をした
上で、やむを得ない場合に実施しております。引き続き、専門的な知見
を踏まえ、慎重に対応してまいります。なお、専門家の意見につきまし
ては、必要に応じて、樹木医による診断を行うことも検討してまいりま
す。

18
施策２２「環境に配慮
した活動の促進」

第３次環境基本計画は市ホームページにおけるデータ掲載のみであるた
め、紙でも読めるようにし、市民の関心を引くように必要な広報活動を行っ
てほしい。

現在、残部数の都合から第３次環境基本計画の計画書の配布は行ってお
りませんが、市のホームページ、広報誌、イベント等において広く周知
を図っております。

19
施策２２「環境に配慮
した活動の促進」

温室効果ガス排出量の指標について、実績を鑑みると達成が難しい目標設
定だと思う。

２０５０年のゼロカーボンシティを実現するため、２０３０年の温室効
果ガス排出量を２０１３年度比で４８％削減を目指しており、これを勘
案した目標設定をしております。厳しい目標設定ではありますが、国・
東京都の各種計画と整合を図りつつ、最大限の効果を上げられるよう、
各種取組を推進してまいります。
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No 項目 意見の概要 市の考え方

20
施策２２「環境に配慮
した活動の促進」

「府中市における２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた協働に関
する地域協定」について、具体的な削減成果を開示するとともに、協定
事業者を増やしてほしい。

「府中市における２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた協働に関
する地域協定」に基づき、各種取組を協働で実施しておりますが、具体
的な削減効果として現在お示しできる数値はありません。ゼロカーボン
に資する取組については、事業者との情報共有や協議等を行いながら、
着実に進めてまいりたいと考えております。

21
施策２２「環境に配慮
した活動の促進」

主要な取組にある長野県佐久穂町とのカーボンオフセットについて、東
京都は自治体ごとのカーボンオフセット事業によるＣＯ２削減を認めて
いないと思うので、かわりに市の緑被率を高めてカーボンオフセットを
図ることを提案する。

国による区域施策編において、区域外の温室効果ガス排出削減に貢献す
る施策の効果を算定・公表することが可能（当該効果については、区域
の温室効果ガス排出量の総量と区別して算定・公表）とされているた
め、長野県佐久穂町での森林整備による効果について適切に算定し、市
ホームページ等で公開してまいります。

22
施策２２「環境に配慮
した活動の促進」

地球温暖化対応への意識付けのため、府中市のＣＯ２濃度の数値を測定
し公表してほしい。

電気やガスの使用によって排出されるＣＯ２は、多くの場合、発電所や
都市ガス供給施設などで排出されます。そのため、消費地の濃度に反映
されにくいため、現時点では市独自で濃度を測定する考えはございませ
ん。

23
施策２２「環境に配慮
した活動の促進」

府中市の職員エコ・アクションプランの効果はどうか。

令和７年度より市の公共施設５１施設に実質再エネ電気を導入し、市の
事務事業におけるＣＯ２排出量のうち３７％程度を削減しております。
加えて、公共施設への太陽光発電設備の設置や照明のＬＥＤ化などを進
め、２０３０年の目標である２０１３年度比５０％削減の達成に向けて
取り組んでおります。

24
施策２３「まちの環境
美化の推進」

令和７年８月に国土交通省住宅局が公表した「令和６年空き家所有者実
態調査結果」を踏まえ、市は、空き家となった後の対策にとどまらず、
空き家となる前の予防的取組を重点的に講ずるべき。特に、いわゆる空
き家予備軍に対し、相続に備えた対策を分かりやすく周知することが急
務である。

現在策定中の第３次空家等対策計画では、空き家の発生予防に重点を置
き、具体的な取組内容について協議を進めております。

25
施策２３「まちの環境
美化の推進」

特定空家に関する指標について、特定空家の総数を明示した上で、その
うち解決に至った割合を示す形に改めるべき。

特定空家等につきましては、関係者も多く、解決と捉えられる認定解除
に至るまでには長期間を要することから、着実な取組の積み重ねが解決
のためには重要と考えております。このことから、認定解除に至った件
数の割合は施策の進捗を示し難いと考え、累積の解決件数を指標として
おります。

26
施策２３「まちの環境
美化の推進」

空き家の除却や利活用の促進は、建築物の管理にとどまらず、近隣住民
の暮らしの基盤を守り、「住生活における貧困」を防ぐ施策であること
を位置づけるべきであり、ＳＤＧｓゴール１との関連性を明示的に盛り
込み、国際目標との整合性を図ることを強く要望する。

ＳＤＧｓの表記は、各施策の推進が、ターゲット（各ゴールの達成を目
的とした到達目標）に直接寄与するかどうかを基準としております。空
家等対策は、住生活環境の保持に直結しますが、ＳＤＧｓゴール１の達
成を目的としたターゲットには直接寄与するものではないという考えか
ら、ゴール１は表記しておりません。一方で、空家の活用が福祉的な居
住支援の取組と関連があることは認識しており、都や先進自治体などの
住宅セーフティネット制度の取組も参考に、貧困を防ぐ対策としての空
家等対策について検討してまいります。
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No 項目 意見の概要 市の考え方

27
施策２９「地域安全の
推進」

施策の方向性に町内会との連携が挙げられているが、町内会活動は衰退
しており、期待する役割をなさない状況であると感じる。

地域に密着した組織である自治会・町内会に期待する役割は大きいと考
えていることから、自主防犯活動を引き続き支援し、地域安全を推進し
てまいります。なお、自治会の支援については施策３８で実施してまい
ります。

28
施策２９「地域安全の
推進」

指標の目標値が低く感じられ、妥当性に疑問がある。
指標の目標値は、前期基本計画における達成状況や、市民意識調査の実
績を考慮して算出しております。

29
施策２９「地域安全の
推進」

昨今、様々な犯罪が多様化しており、防犯カメラの設置では防ぎきれな
いものも増えているので、行政にできることを検討してほしい。

多様化する犯罪の手口に対し、防犯カメラの設置による犯罪抑止に加
え、地域ぐるみの防犯対策を強化できるよう、様々な手法を用いながら
施策を推進してまいります。

30
施策３０「防災危機管
理体制の強化」

避難所となる公立小中学校において、避難所運営設備の配置や管理が必
要となることを計画に落とし込み、必要な予算を確保してほしい。

施策の方向性や主要な取組において、避難所の資機材やマニュアル等に
ついて触れており、その具体的な内容を今後整理した上で、関係課と調
整してまいります。

31
施策３０「防災危機管
理体制の強化」

猛暑や冬場の災害に備え、避難所の空調環境の確保が課題であると考え
る。また、避難が長期化したとき、学校の授業との兼ね合いも検討事項だ
と考える。

一次避難所となる学校では、ガスバルク設備等を設置し、停電時の空調
設備の稼働も可能なように備えております。また、学校改修の際には、
発災時に避難所となることも考慮し、アリーナや特別教室等の空調につ
いても対応できるよう整備を進めております。さらに、避難生活が長期
化する場合には、教育活動を行う場所と避難所を区別できるよう関係機
関と調整を行います。

32
施策３１「地域防災力
の向上」

災害関連死への対応も考え、避難所運営ガイドラインを早期に改定し、
運用するために訓練が必要だと考える。自主防災組織や消防団などと協
議・協力して適切な体制を作ってほしい。

府中市避難所管理運営マニュアル策定ガイドラインの改訂を進めるとと
もに、発災後の復旧・復興を可能な限り迅速に行うことを目的に、令和
６年度に作成した災害対応業務マニュアルの実効性を高めるための訓練
実施に努めます。

33
施策３１「地域防災力
の向上」

災害時要配慮者に関し、自治会との協定に「水害の恐れがあるとき」が
追加されていないケースが多いのではないか。自治会側でも、より具体
的な住民協働による互助の体勢を整える必要があり、自主防災の準備が
望まれるので、総合計画後期基本計画にも具体的な表記が必要ではない
か。

本計画への記載はいたしませんが、自治会との協定内容については、具
体的な事業での対応を検討してまいります。避難行動要支援者に対する
避難支援や自助・共助の取組等、地域防災力の向上に向け、自治会との
連携を一層強化したいと考えています。

34
施策３５「男女共同参
画の推進」

第７次府中市男女共同参画計画では、附属機関委員について男女の構成
比率の目標値を掲げているが、女性の参画拡大という理念を尊重しつ
つ、同時に専門性と公平性を確保する必要があると考える。男女共同参
画の推進は、女性と男性の双方が納得し、共に尊重されるべき。

女性の参画拡大を目指すため、第７次府中市男女共同参画計画では附属
機関委員の男女構成比の目標値を掲げておりますが、個人の能力に応じ
て適切な委員構成となるよう柔軟な対応をしております。引き続き、施
策３５のめざす姿に掲げる通り、「男女が性別にかかわらずあらゆる分
野で平等に参画」できる社会の実現のため、施策を推進してまいりま
す。
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35
施策３６「都市間交流
の促進」

都市間交流の促進について、町名の分梅(Ｂｕｂａｉ)と一文字違いで親
近感が湧くドバイ(Ｄｕｂａｉ)と姉妹都市提携をし、府中市のステイタ
ス向上を狙ってほしい。

本市では、平成４年にオーストリア共和国ウィーン市ヘルナルス区と友
好協定を締結して以来、青少年の相互派遣事業等を通じ、ヘルナルス区
との間で様々な交流を行っています。他の海外都市との交流も大切であ
るとは認識しておりますが、ヘルナルス区と構築してきた友好関係は一
朝一夕に築けるものではないため、現時点で他の海外都市と友好協定を
締結することは考えておりません。

36
施策３７「多文化共生
の推進」

外国人の増加に対し、治安の悪化や賃金水準の低下を懸念する人もいる
ので、具体的に疑問を解消できるよう、専門家による勉強会や討論会の
開催を提案する。

外国人の増加に関し、治安の悪化などを懸念されている方が一部いらっ
しゃることは把握しております。多文化共生意識醸成に向けた取組に
は、様々な観点や切り口がありますので、ご意見の内容も含め検討して
まいります。

37
施策３８「地域コミュ
ニティの活性化支援」

町内会の存続のため、人材面や活動全体に対する支援を真剣に検討すべ
き。

自治会は、地域コミュニティをはじめ防災や福祉の面でも重要な役割を
担っていることから、その存続と活性化は市として課題と捉えており、
様々な支援を図っているところです。今後も、関係団体とも連携・協力
し、自治会への支援の在り方や具体的方策について検討を進めてまいり
ます。

38
施策３８「地域コミュ
ニティの活性化支援」

自治会加入率低下への対応策を望む。自治会加入率の向上が市政運営に
有効であると考えるならば、その旨を記載すべき。

本市では自治会への加入促進を図るため、転入時に配布するパンフレッ
トや誰もが閲覧できる電子回覧板等により加入を呼びかける他、自治会
連合会による啓発活動への支援を行っております。ご意見の趣旨につい
ては、施策３８「現状と課題」及び「施策の方向性」にて言及している
ため、文章の修正は行いません。

39
施策４０「図書館サー
ビスの充実」

図書館の利用率向上が期待できるため、ウェブサービス「ブクログ」と
の連携を主要な取組としてほしい。

主要な取組「中央図書館運営事業」において参考にさせていただきま
す。

40
施策４２「文化施設の
有効活用」

郷土の森博物館は一年を通じて子どもたちの学びや心の癒しに繋がって
いるため、今後も気軽に利用できるよう、駐車場を引き続き無料として
ほしい。

本市では、施設ごとの性質や利用実態を踏まえて段階的に駐車場の有料
化を進めておりますが、郷土の森博物館の仮設駐車場は、郷土の森公園
と一体的に検討を進めている中で、現在は無料としております。引き続
き、市民の利便性も考慮しながら検討してまいります。

41

施策４４「スポーツの
普及・促進」
施策５０「子どもの居
場所づくりの推進」

施策５０の主要な取組「放課後等の子どもの居場所づくり事業」につい
て、現状では学童クラブなど屋内が居場所の中心であるので、体を動か
して遊べ、スポーツに親しむ子供が増えるよう、学校の校庭開放を提案
する。

子どもたちの健全な成長には外遊びが重要であると認識しており、学童
クラブ及び放課後子ども教室では、放課後等の時間に学校の校庭で外遊
びの時間を設けております。

42
施策４５「スポーツ環
境の整備」

新しい総合体育館に非常に期待している。
新総合体育館基本構想で掲げる基本理念、「このまちの誇り、スポーツ
タウンの未来をひらく多機能アリーナ」の実現に向け、取り組んでまい
ります。
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43
施策４５「スポーツ環
境の整備」

市民球場の人工芝化について、内外野天然芝球場であれば野球という文
化へのリスペクトを強力に発信できたはずだと思い、非常に残念。

市民球場の人工芝化は、天然芝の冬季養生期間や降雨後の休止時間を短
縮することで、より多くの市民の皆様に安定的かつ継続的に施設をご利
用いただくことを目的としております。また、機能や利便性を向上させ
ることで、大会等の誘致にも資するものと認識しており、「する」と
「みる」スポーツの両立を実現する施設として、市民の皆様が多様な形
でスポーツに関わることができる環境の整備を進めてまいります。

44
施策４６「トップチー
ム等との連携」

引き続き、国内にとどまらず国外のスポーツチームとも交流する機会が
増えることを期待している。

引き続き、スポーツの力をいかしたまちづくりに取り組んでまいりま
す。

45
施策４７「社会を主体
的・創造的によりよく
生きる力の育成」

指標に、通常の学級における不登校児の「児童理解支援シート普及」を
追加してほしい。

児童理解支援シートは、全ての不登校及び不登校傾向の児童・生徒を対
象として作成しており、指導の改善にいかしております。

46
施策４７「社会を主体
的・創造的によりよく
生きる力の育成」

指標「個々の実態に即した指導内容･方法の工夫改善の実施率」につい
て、学校が何らかの工夫改善を行ったとすることは容易であり、指標と
して有効でないため再考すべき。

ご指摘の指標は前期基本計画で用いておりましたが、後期基本計画では
見直しを行い、より適切に施策の進捗を把握できる指標を再設定いたし
ました。

47
施策４７「社会を主体
的・創造的によりよく
生きる力の育成」

主要な取組「特別支援教育の充実」に、必要な具体的な取組内容を記載
し、それに対応した指標を設定すべき。

総合計画は市全体の計画であるため、総論としての表記となっておりま
すが、特別支援教育に関する個別計画である府中市特別支援教育推進計
画や学校教育プランについても改定・策定予定であり、その中において
具体的な取組内容を記載していきます。

48
施策４７「社会を主体
的・創造的によりよく
生きる力の育成」

主要な取組及び指標に「通常学級における副担任制度の導入」及び「学
級経営支援員の増員」を追記してほしい。

総合計画においては、教育環境の整備や支援体制の充実を含む施策全体
の方向性を示しており、個別施策の詳細については、教育委員会や関係
部署において、引き続き検討・推進してまいります。

49
施策４７「社会を主体
的・創造的によりよく
生きる力の育成」

「個別最適な学び」について、ＩＣＴ機器の活用以外に、境界知能の児
童・生徒のため、通常学級・支援学級の二択にとらわれない個別の能力
に応じた柔軟な学びができる学級・支援の在り方を検討すべき。

特別支援学級においては、通常の学級との交流および共同学習を推進し
ており、児童・生徒は個々の状況に応じた形で、各教科の授業を受けて
おります。引き続き、それぞれの児童・生徒の成長に資する取組となる
よう、個々の状況に柔軟に対応してまいります。

50
施策４７「社会を主体
的・創造的によりよく
生きる力の育成」

固定支援級の学級名・設け方に関し、インクルーシブ教育の理念の下、
意識上の分断を招かない学級の設け方を検討してほしい。

総合計画では施策全体の方向性を示しており、固定支援級の学級名・設
け方については、長期的に丁寧な合意形成を図っていく必要がある個別
的な課題と考えております。

51
施策４８「学びの機会
を保障するための支援
の充実」

サポートルームはプリント教材による自習が中心で、通常学級と比較し
て不十分であるため、全学年を対象に学習指導ができる人員を配置して
ほしい。

各学校のサポートルームにおける効果的な支援に向け、人員の配置や教
材の整備など環境の充実に努めるとともに、別室指導に係る効果的な事
例を参考にしながら、運用の質の向上を図ってまいります。
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52
施策４８「学びの機会
を保障するための支援
の充実」

指標「不登校児童・生徒の相談率」について、不登校児童・生徒は課題
を抱える児童・生徒の一部であるため限定しないでほしい。また、全て
の生徒・児童の学びを保障する視点から、相談の結果、適切な支援に結
びついたか、課題が改善したかという結果で評価すべき。

児童・生徒が抱える課題には様々なものがあることは把握しております
が、指標につきましては、前期基本計画で設定した指標や施策の継続性
も考慮した上で設定しております。なお、指標にはしておりませんが、
不登校に限らない様々な困難を抱える児童・生徒に対し、多様な視点か
らの教育施策の立案を行ってまいります。

53
施策４８「学びの機会
を保障するための支援
の充実」

府中市には固定の情緒学級が設置されておらず、代替支援もないため、
検討してほしい。

本市では、自閉症・情緒障害がある児童・生徒の支援については、特別
支援教室における指導の充実を図るとともに、支援員の配置を行うな
ど、通常の学級での支援を充実させております。また、子ども発達支援
センターを活用した支援体制の更なる充実に努めてまいります。

54
施策４８「学びの機会
を保障するための支援
の充実」

指標に「サポートルームのスタッフの教員免許保有率」及び「学びの多
様化学校の周知率」を加えるべき。

指標につきましては、個々の取組の結果ではなく、様々な取組の結果得
られるものとする観点や、前期基本計画で設定した指標などを考慮し、
設定しております。

55
施策４８「学びの機会
を保障するための支援
の充実」

固定支援級に越境通学する場合、通学の負担が大きいことがあるので、
送迎バスの導入や交通費の補助をしてほしい。

特別支援学級の通学費につきましては、現在一定の要件の下で、就学奨
励費として補助しておりますが、その他の補助のあり方につきましては
他市の状況の把握に努める中で、検討してまいります。

56
施策５２「計画的な土
地利用の推進」

空き家は住環境の悪化や防災・防犯リスクの向上に直結する課題であ
り、府中市都市計画マスタープランに基づく計画的なまちづくりを進め
るに当たっては、人口減少・少子高齢化・防災といった観点に加え、
「空き家対策」を明確に位置づけることが不可欠である。
そのため、施策５２に空き家対策・活用について盛り込み、都市計画の
見直しやまちづくりと有機的に連動させるべき。

施策５２は、土地利用に係る総合的な観点から、地域のまちづくりが目
指す形を示しておりますが、空き家対策も地域のまちづくりを進めてい
く際の一つの要素であり、具体的な取組が必要な課題であると捉えてお
ります。
その上で、施策５２に空き家対策を位置付けることにつきましては、今
回策定する後期基本計画は、前期基本計画からの施策の考え方を踏襲す
ることを基本としていることから、引き続き基本施策２の「生活・環境
分野」に位置付けております。
なお、都市計画や地域のまちづくりに係る取組に当たっては、ご意見も
参考とさせていただき、対応してまいります。

57
施策５３「良好な開発
事業の誘導」

中心市街地だけでなく、その他の沿線にも魅力のある街づくりが必要だ
と感じる。近年は駅前に商店がなく、沿線住民にとっての魅力づくりが
できているか不安に感じることが多いため、沿線開発の推進を是非お願
いしたい。

主要な路線沿道や駅前の開発事業に対しては、周辺状況を踏まえ、商業
施設等を誘導しているところですが、いただいたご意見を参考に、より
魅力のあるまちづくりに向け、開発事業者と協議を進めてまいります。

58
施策５６「地域公共交
通の維持とバリアフ
リー化の推進」

都道１８号又は御狩場道にバス停留所を設置し、分梅町３丁目から駅ま
で負担なく行けるようにしてほしい。

府中市地域公共交通ネットワーク再編計画に基づき、運転者不足等に対
応するため令和８年度からちゅうバスを含むバス路線の再編を予定して
います。この中で、中河原駅から西府駅を経由して多摩総合医療セン
ターに接続する「新府中街道ルート」を新設し、乗客定員９名の車両で
９０分に１本程度運行する予定です。当該路線が御狩場道を通行し、分
梅町３丁目付近に停留所を設置する予定です。

8／12



No 項目 意見の概要 市の考え方

59
施策５６「地域公共交
通の維持とバリアフ
リー化の推進」

ちゅうバスは市民の足であるため、守り、充実させてほしい。特にバス
停留所の屋根、椅子などを整備してほしい。

運転者不足等、今後もコミュニティバス運行事業は厳しい状況が予想さ
れていますが、府中市地域公共交通計画及び府中市地域公共交通ネット
ワーク再編計画に基づき、地域公共交通の維持・確保のための施策を進
めてまいります。また、バスの待合環境の整備についても検討を進めて
まいります。

60
施策５６「地域公共交
通の維持とバリアフ
リー化の推進」

コミュニティバスの運行変更に当たっては、バス運行事業者との折衝を
踏まえ、想定される収支をよく考慮し、運行路線が廃止・変更とならな
いように慎重に対応してほしい。

府中市地域公共交通ネットワーク再編計画に基づく、バス路線再編案の
収入については、既存のバス路線の利用状況から再編後の乗車人数等を
推計し、運行収入を試算しております。また、支出については、運転者
不足に対応するための処遇改善に伴う人件費の増加など、コミュニティ
バス運行事業における経費の増加も考慮しております。今後も事業者と
の情報共有を行い、地域公共交通の維持・確保のための施策を進めてま
いります。

61
施策５６「地域公共交
通の維持とバリアフ
リー化の推進」

ちゅうバスに新設される新府中街道ルートは、需要が期待できるため、
９０分間隔ではなく６０分間隔で運行されると良い。

府中市地域公共交通ネットワーク再編計画に基づく再編案については、
既存のバス路線の利用状況などから利用需要の予測を行っており、新府
中街道ルートの利用見込みは１日当たり９３人程度です。また、運行間
隔は路線延長や使用できる車両数等により決定されており、運転者不足
の状況等を踏まえると、現時点ではこれ以上の増便は困難です。今後、
利用状況等を考慮して、運行計画の見直し等を検討していまいります。

62
施策５６「地域公共交
通の維持とバリアフ
リー化の推進」

ちゅうバスの運営コストについて運行事業者とよく協議してほしい。
コミュニティバスの運行経費については、事業者からの要望額をそのま
ま市が負担することなく、補助対象経費を精査した上で決定しておりま
す。今後も適切な運行経費の算出ができるよう協議してまいります。

63
施策５７「市内の拠点
におけるまちづくりの
推進」

分倍河原駅について、駅舎の老朽化が進みホームや乗換え時の環境に課
題があるため、安全で快適な駅舎となるよう市が主体となって改善を進
めるとともに、駅舎とその周辺の再整備をできるだけ早く進めてほし
い。

分倍河原駅周辺整備事業は、令和６年度に基本設計が完了し、令和１０
年度の着工に向け、現在実施設計を進めています。本事業は新たな用地
の取得が必要であるとともに、駅の利用をしながらの工事となるため長
期間の工事となりますが、将来にわたって安心、安全で持続可能なまち
の実現に向け取り組んでまいります。
また、駅舎の改良では、改札口周辺の段差をなくすとともに、京王線で
は、構内こ線橋にエスカレーターを設置し、ＪＲ南武線では、構内こ線
橋を増設することで、利便性の向上に努めてまいります。

64
施策５７「市内の拠点
におけるまちづくりの
推進」

分倍河原駅周辺整備事業について、「分倍河原」は読み間違えが多く万
人受けしないように思うので、東急田園都市線や愛知県長久手の例を参
考に、洗練された駅名に変更し、人口増とステイタス向上に繋げてほし
い。

貴重なご意見として参考にさせていただき、関係事業者に情報共有いた
します。

65
施策５９「安全で持続
可能な道路機能の保
全・整備」

五中北側のガードレールは横棒があるタイプで圧迫感があり、途中で車
道を横切れないためか利用者が少なく、歩道スペースが有効利用されて
いないように感じるため、設置の際は形を考慮してほしい。

歩道の整備に当たっては、ガードレールや横断防止柵が機能上及び安全
上必要となることから、東京都の設計基準等に準拠して設置しておりま
す。五中北側につきましても、歩道からの飛び出しや乱横断等を抑止す
るため、同基準に準拠した横断防止柵を設置しております。
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66
施策５９「安全で持続
可能な道路機能の保
全・整備」

外出する高齢者が時間や場所を問わず休憩できるベンチの設置を進めて
ほしい。

府中市バリアフリー基本計画において、歩道のある道路のバリアフリー
化に関する配慮事項として「ベンチ等の休憩施設を設置する」としてお
ります。道路の安全等を考慮しながら、今後検討してまいります。

67
施策５９「安全で持続
可能な道路機能の保
全・整備」

けやき通りと宮町中央通りの交差点は歩行者が多く、左折車が常時詰
まっているため信号を設けた方が良い。

ご意見につきましては、市内の信号機を管理する府中警察署に情報提供
いたします。

68
施策５９「安全で持続
可能な道路機能の保
全・整備」

国道２０号線は幅員が狭く、慢性的に交通量が多いことから、事故誘発
の元凶となる自転車通行帯をなくしてほしい。

ご意見につきましては、国道２０号を管理する相武国道事務所に情報提
供いたします。

69
施策５９「安全で持続
可能な道路機能の保
全・整備」

市道の保全サイクルが以前より長くなったが、劣化箇所の報告をスムー
ズにできる効率的な体制を作るなど、適切に保全していってほしい。

市道の保全については、舗装の補修サイクルを短縮することで、予防保
全型管理と舗装の長寿命化に努めております。また、道路等の不具合に
関する通報手段については、夜間・休日を含む２４時間体制で受付可能
な府中市道路管理センターを設けております。さらに、府中市インフラ
マネジメント計画２０２５に基づき、電話・メールだけではなく、ＩＣ
Ｔを活用した通報制度の導入等も検討しております。主要な取組「道路
等維持管理事業」において、市道が適切かつ効率的に保全されるよう、
引き続き対応を検討してまいります。

70
施策６３「観光資源の
活用・創出による地域
活性化」

市の観光資源として東京競馬場、多摩川競艇場とも連携を深めてほし
い。

東京競馬場やボートレース多摩川（多摩川競艇場）も市の重要な観光資
源と捉えており、引き続き連携を深めながら、各種観光施策に取り組ん
でまいります。

71

施策１０１「多様な主
体による地域課題の解
決の支援と市民協働の
推進」

みんぷら事業が終了し、プラッツなど市民協働の拠点はあるが先進的な
取組が乏しい。市民の生活環境も厳しくなる中、これまでと違う新たな
試みが必要ではないか。

主要な取組「市民協働を促進する環境の整備」で記載のとおり、社会情
勢の変化に柔軟に対応するため、従来と異なる新たな協働の手法等につ
いても、市民や関係団体、事業者等からの意見を踏まえながら検討して
まいります。

72
施策１０２「多様な媒
体を活用した市政情報
の発信」

各課が横のつながりを持ち、共有できる課題に取り組んでほしい。例え
ば、視覚障害者や文字が見えづらい高齢者に、様々な福祉サービスだけ
でなく、市の情報を得られるホームページやメール配信サービス、広報
誌の録音ＣＤ・点字情報があることなどを積極的に情報提供してほし
い。

ご指摘いただきましたような各分野でニーズがあり整備してきたサービ
スを、他の職員も一定程度内容を把握し、自身の業務と絡ませた案内等
ができるよう、情報共有のあり方を検討しております。

73
施策１０３「広聴活
動・情報公開の充実」

市民の意向を的確に市政へ反映させるため、現行の広聴活動に加え、無
料相談で市民の生の声を聴いている専門士業団体と市長との定期的な懇
談会を設けるべき。

「市長と語る会」などの市政懇談会のテーマを設定する際、専門士業団
体との連携も考えられることから、今後検討してまいります。

74
施策１０３「広聴活
動・情報公開の充実」

市民と市長が直接対話できる開かれた交流の場は、市民参加を促進し、
行政に対する信頼の醸成に大きく寄与するため、導入を積極的に検討し
てほしい。

主要な取組「市政懇談会の充実」において、市民の声を積極的に聴く体
制づくりに取り組んでまいります。
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75
施策１０４「信頼され
る行政サービスの安定
的な提供」

住民票等交付申請書の使用目的欄に、登記手続または法務局の選択肢を
追加し、市民の利便性を高めてほしい。

貴重なご意見として受け止め、検討いたします。今後とも、多様な市民
ニーズに対応した行政サービスとなるよう取り組んでまいります。

76

施策１０５「市民ニー
ズや行政課題に的確に
対応できる人材の育
成」

空き家問題など高度な専門性を要する業務では、行政の不作為が重大な
責任問題に発展する可能性もあるので、市民サービスの質の向上と行政
運営の信頼確保のため、専門的知見を積極的に導入してほしい。

本市では、弁護士としての実務経験がある法曹有資格者を任期付職員と
して採用するなど専門的な知識・資格等を有する職員を採用していると
ころです。今後も、行政を取り巻く環境の変化や市民ニーズの高度化・
多様化に的確に対応するためには、専門的な知見を有する職員の採用
が、行政サービスを効率的かつ効果的に提供する上で有用な手段となり
得るかについて適宜検証してまいります。

77

施策１０５「市民ニー
ズや行政課題に的確に
対応できる人材の育
成」

市職員の人事異動に際し、人材育成のために的確な業務引継ぎと目標管
理を行い、適切な職務遂行と接遇に繋げてほしい。

人事異動によってサービスの質が低下することのないよう、業務の属人
化を防ぎ、職場内での情報共有がしやすい環境づくりに取り組むととも
に、市民ニーズに的確に対応し、まごころのこもった市民サービスを提
供できるよう、職員一人一人の接遇意識の向上を図ってまいります。

78
施策１０８「持続可能
な財政運営」

ふるさと納税制度について、本来の趣旨に沿った運用となるよう、東京
都や近隣自治体と協力して国に働きかけ、市税減収の防止策を講じてほ
しい。

ふるさと納税制度については、地域間の税収格差や都市部自治体の財政
への影響が全国的に課題となっており、本市においても市税の減収が続
いている状況です。本市では、制度の趣旨である「地域の応援」や「地
域振興」の理念を尊重しつつ、制度の健全な運用が図られるよう、東京
都や近隣自治体と連携しながら、国に対して制度改善を求める意見を継
続的に提出しております。今後も、制度の趣旨に沿った公平かつ持続可
能な運用がなされるよう、国への働きかけを継続するとともに、市民の
皆様のご意見を踏まえた対応に努めてまいります。

79
その他（全体に対する
意見等）

少子高齢化の課題に対してどの施策が対応するか関係性が明確でなく、
具体策が読み取れない。また、少子高齢化社会における市の税収減への
対策や、収入増につなげる具体策は何か。

少子高齢化には複合的な課題があることから、特定の施策ではなく分野
横断の取組が必要であるものと認識しております。そのため、重点的か
つ優先的に取り組む分野横断の重点プロジェクトを設定し、子育て支援
や高齢者福祉に限らない包括的な施策展開をすることとしております。
また、本計画は市政運営の上位計画として基本的方向を示すものである
ことから、策定の前提となる人口動向等について、序論において整理す
るとともに、３つの重点プロジェクトを掲げ、それに紐づく方針や取組
の基本的な考え方を示すものとしています。そのため、具体的な対策に
ついては、分野別に個別計画等を定めて取り組むこととしております。

80
その他（全体に対する
意見等）

近年の物価高により子育て世代は生活が圧迫されており、経済的支援を
手厚くすることで安心して子どもを育てられる環境づくりを進めてほし
い。

個別計画である府中市こども計画では、基本目標の一つに「子育て家庭
の経済的負担等の軽減」を掲げており、子育てに関わる様々な費用負担
の軽減を図っております。引き続き、状況に応じた適切な支援となるよ
う取り組んでまいります。

81
その他（全体に対する
意見等）

前期基本計画にあった「施策３ 地域医療体制の整備」、「施策１６ 国
民年金の普及」、「施策６５ 工業の育成」について、後期基本計画で
は削除又は他の施策と統合した理由を明記する必要がある。

後期計画期間に対する計画書として取りまとめていることから、本文へ
の記載は見送らせていただきます。
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82
その他（全体に対する
意見等）

各施策の指標及び主要な取組について、前期基本計画から継続、新規が
分かるように色分けするほか、変更した理由を注記するなど明らかにす
る必要がある。

後期計画期間に対する計画書として取りまとめていることから、本文へ
の記載は見送らせていただきます。

83
その他（全体に対する
意見等）

市民憲章を市の普遍的な価値観（共通言語）と位置付け、予算編成や事
業評価の根幹に据えることで、計画に一貫した哲学と市民が共感できる
ストーリーが生まれると思うため、総合計画の全ての施策は、市民憲章
との関係性が整理されるべき。

本計画は、前期基本計画を土台とし、事業の進捗や社会情勢の変化に合
わせて策定するものと位置付けております。そのため、ご指摘の観点で
の施策体系の再整理は行っておりませんが、貴重なご意見として今後の
参考とさせていただきます。

84
その他（全体に対する
意見等）

前期基本計画で目標達成したものが見えない。

前期基本計画の計画期間中であることから、後期基本計画の本文に評価
を盛り込むことは困難ですが、前期基本計画に掲げた各施策の進捗状況
等については、毎年度実施している行政評価の結果として、市ホーム
ページ等でご確認いただけます。

85
その他（全体に対する
意見等）

後期基本計画の作成フローを開示すべき。 前期基本計画と同様、巻末資料において作成フローを掲載いたします。

86
その他（全体に対する
意見等）

人口の予測は計画立案の基礎的な前提要件であるとともに、計画の成
果・目標の一つだと考えるため、市の施策の成果として人口減少が緩和
されることをプランＢとして表せないか。

本計画に基づく各種施策の推進により、本市の人口を始めとする将来見
通しが望ましいものとなることを期待しておりますが、一方で、社会的
要因も刻々と変化しており、施策の成果を反映させた人口推計は困難で
あると考えております。今後、計画策定の都度、人口推計を行う中で、
施策の成果や予測される将来像を確認し、その後の検討にいかしてまい
ります。

87
その他（全体に対する
意見等）

これまでと同様に慎重な財政運営を行うとともに、近年の物価上昇を見
越した正確な当初予算編成をしてほしい。

本市では、物価上昇などの経済状況を踏まえつつ、必要な施策の実現に
向けて予算編成を行っております。引き続き、安定的かつ持続可能な財
政運営に努めてまいります。
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